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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第168期
第１四半期
連結累計期間

第169期
第１四半期
連結累計期間

第168期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 百万円) 44,395 47,651 181,868

経常利益 (百万円) 3,079 5,558 12,062

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 2,367 3,806 8,092

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,481 4,557 9,422

純資産額 (百万円) 70,309 79,954 77,223

総資産額 (百万円) 152,656 167,818 164,978

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

(円) 9.10 14.63 31.09

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.1 46.1 45.2
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 
２ 【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

　　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第１四半期連結累計期間の業績は次のとおりです。

　売上高は、主力の食料品製造事業が好調に推移し、全体では476億５千１百万円と前年同期実績に比べ32億５千

６百万円（7.3％）の増収となりました。

　損益は、売上高が増収であったこと、及び売上原価率の改善、販売費の効果的な投入等により、営業利益は前

年同期実績に比べ24億３千６百万円（86.3％）増益の52億５千８百万円、経常利益も前年同期実績に比べ24億７

千９百万円（80.5％）増益の55億５千８百万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益も前年同期実

績に比べ14億３千９百万円（60.8％）増益の38億６百万円となりました。

　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

＜食料品製造事業＞

菓子食品部門

国内では、主力ブランドの「ダース」「おっとっと」が定番品に加え、新製品が好調に推移し、「ミルク

キャラメル」や「森永ココア」も前年同期実績を上回りました。一方、「森永ビスケット」「チョコボー

ル」「ハイチュウ」は前年同期実績を下回りましたが、主力７ブランド全体では前年同期実績並みとなりま

した。

　その他のブランドでは、高ポリフェノールの効能を訴求した「カレ・ド・ショコラ」が前年同期実績を大

きく上回った一方、「チュッパチャプス」の販売権を他社へ移管した影響により、国内全体では前年同期実

績並みとなりました。

　海外では、米国の「ハイチュウ」が好調に推移し、インドネシア、中国、台湾も前年同期実績を上回った

ことにより、海外全体では前年同期実績を上回りました。

　これらの結果、菓子食品部門全体の売上高は274億７百万円と前年同期実績に比べ７億３千１百万円

（2.7％）増となりました。

　

冷菓部門 

主力ブランドの「チョコモナカジャンボ」及び「バニラモナカジャンボ」のジャンボグループは、引き続

き好調に推移しました。また、「パリパリバー」「パキシエル」等のマルチパック商品やコンビニエンスス

トア向けのプレミアム商品も好調に推移したことで、前年同期実績を上回りました。

　これらの結果、冷菓部門全体の売上高は100億９千４百万円と前年同期実績に比べ９億８百万円（9.9％）

増となりました。

　

健康部門

主力ブランドの「ｉｎゼリー」は、商品の機能性を訴求した広告展開の効果等もあり、前年同期実績を大

きく上回りました。「天使の健康」シリーズの通販事業は「おいしいコラーゲンドリンク」、“パセノール

™”関連商品が前年同期実績を上回り、通販事業全体では前年同期実績を上回りました。

　これらの結果、健康部門全体の売上高は79億９千８百万円と前年同期実績に比べ16億１千１百万円

（25.2％）増となりました。
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これらの結果、＜食料品製造事業＞の売上高は455億円と前年同期実績に比べ7.7％増となりました。セグメン

ト利益は51億８千９百万円と前年同期実績に比べ25億５千７百万円の増益となりました。

　

＜食料卸売事業＞

売上高は、13億５千万円と前年同期実績に比べ4.4％増となりました。セグメント利益は９千３百万円と前年

同期実績に比べ１千３百万円の増益となりました。

　

＜不動産及びサービス事業＞

売上高は、６億５千８百万円と前年同期実績に比べ4.7％減となりました。セグメント利益は１億８千７百万

円と前年同期実績に比べ４千６百万円の減益となりました。

　

＜その他＞

　売上高１億４千２百万円、セグメント利益８百万円であります。

 

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

Ⅰ．基本方針の内容の概要

当社は、支配権の移転を伴う当社株式の大量取得提案に応じるか否かの判断は、最終的には株主の皆様の意

思に委ねられるべきものと考えております。

　しかしながら、大量取得提案の中には、買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、企業価値・株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社

の取締役会や株主の皆様が大量取得行為の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提

案するための十分な時間や情報を提供しないもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益を毀損するものも

少なくありません。

　当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社

の企業価値・株主共同の利益の継続的な確保・向上に資する者であるべきであり、当社の企業価値・株主共同

の利益を毀損するおそれのある当社株式の大量取得を行う者に対しては必要かつ相当な手段を採ることによ

り、当社の企業価値・株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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Ⅱ．基本方針実現のための取組みの概要

①当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は、中期経営計画を策定し、高収益安定企業を実現すべく戦略を立案・推進しております。現在の戦略

の骨子は新商品開発体制の強化、成長分野への進出加速、更なる経営効率化の推進の３つであります。まず、

新商品開発体制の強化として、積極的に経営資源を投入し、新商品の開発体制を強化することで、既存商品の

ブラッシュアップや新たな価値を創出するとともに、次世代を担うブランド群の開発・育成を展開してまいり

ます。また、独自の生産新技術を背景とした価値の創出により、市場における競争優位を確保します。次に、

成長分野への進出加速として、「健康分野」では、スポーツを基軸とした独自性のある強い商品群の開発・育

成と、通販事業での商品力・営業力強化を図ってまいります。また、グローバル戦略として、米国や中国、イ

ンドネシアを拠点とした東南アジアを中心に、事業展開を加速させてまいります。最後に、更なる経営効率化

の推進として、生産部門でのより強固な生産体制の構築、購買力の強化を図ってまいります。一方、品質向上

を図りながら商品仕様を見直しコスト削減を進めるとともに、あわせて間接部門での全社的なローコストオペ

レーションを推進してまいります。

　また、当社は企業価値の最大化ならびに企業の永続的発展および強化を図ることを目的に、内部統制システ

ムの強化および経営の効率化を推進し、業務を適正に執行するとともに、社外取締役選任を含めコーポレー

ト・ガバナンス体制の充実に継続して取り組んでまいります。その一環として事業環境の変化への機動性を高

め、意思決定のスピードアップを図るべく執行役員制度を導入し、戦略執行に係る通常業務の執行権限と責任

を執行役員に付与しております。　　　　　　　　　　　　

②基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み

当社は、第160期定時株主総会における株主の皆様のご承認に基づき、「当社株式の大量取得行為に関する

対応策（買収防衛策）」を導入し、その後、第163期定時株主総会及び第166期定時株主総会において、それぞ

れ株主の皆様のご承認を得て、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」を更新しておりま

す（以下、最終の更新後の対応策を「本プラン」といいます。）。

本プランは、一定の株式保有割合を超えることとなる当社株式に対する大量取得行為が行われる場合に、株

主の皆様が適切な判断をするために必要・十分な情報と時間を確保するとともに、買付者等との協議・交渉等

の機会を確保すること等により、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としてい

ます。

　具体的には、当社の株式等に対する買付（保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付、または公開買付

けを行う者の株券等所有割合およびその特別関係者の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けを対

象とします。）もしくはこれに類似する行為またはその提案（以下「買付等」といいます。）が行われる場合

に、買付等を行う者（以下「買付者等」といいます。）に対し事前の情報提供を求める等、上記の目的を実現

するために必要な手続を定めています。

　買付者等が本プランに規定する手続を順守しなかった場合、または当社の企業価値・株主共同の利益に対す

る明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合など本プランが予め定める要件に該当した場合には、

当社は、買付者等による権利行使は認められないという行使条件および当社が買付者等以外の者から当社株式

と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項が付された新株予約権を、その時点の当社を除く

すべての株主に対して、新株予約権無償割当ての方法により割り当てます。本プランに従って新株予約権の無

償割当てがなされ、その行使または当社による取得に伴って買付者等以外の株主の皆様に当社株式が交付され

た場合には、買付者等の有する当社の議決権割合は、最大２分の１まで希釈化される可能性があります。

 
本プランの有効期間は、平成29年３月末日に終了する事業年度に関する定時株主総会の終結の時までです。

ただし、当該有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランに係る新株予約権の無償割当て

に関する事項の決定についての当社取締役会への委任を撤回する旨の決議が行われた場合、または、当社取締

役会により本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになりま

す。

 

EDINET提出書類

森永製菓株式会社(E00369)

四半期報告書

 5/20



 

　なお、本プランの詳細な内容につきましては、インターネット上の当社ホームページにおける平成26年５月

14日付「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について」

（http://www.morinaga.co.jp/company/ir/ir_inc/pdf/h26-0514_02.pdf）に掲載しております。

 

Ⅲ．上記の取組みに対する当社取締役会の判断およびその理由

上記Ⅱ①に記載した各施策は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体

的方策として策定されたものであり、基本方針の実現に資するものであります。

　本プランは、当社の株券等に対する買付等が行われる場合に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断するために必要・十分な情報と時間を確保するとともに、買付者等との協議・交渉等の機会を確保すること

等により、当社の企業価値・株主共同の利益を確保するための枠組みであり、基本方針に沿うものです。

　さらに、本プランは、株主総会において株主の皆様のご承認を得た上で更新されたものであること、その内容

として合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ新株予約権の無償割当ては実施されないものとしている

こと、独立性の高い社外者等から構成される独立委員会が設置され、本新株予約権の無償割当ての実施等に際し

ては必ず独立委員会の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で独立した第三者であ

る専門家を利用することができるとされていること、有効期間が最長約３年と定められた上、当社株主総会また

は当社取締役会によりいつでも廃止できると定められていること等から、その公正性・客観性は十分担保されて

おり、企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではな

いと考えております。

 

(3)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費は５億１千２百万円であります。セグメントごとの研究開発費は「食

料品製造」が４億８千万円、報告セグメントに含まれない「その他」が３千１百万円であります。

　当第１四半期連結累計期間は、主として「高単価・高付加価値商品の創出」「パワーブランドの継続強化」

「コア技術深耕」、成長分野である「健康・栄養分野での食品機能の研究」に継続して取り組み、重要な変更は

ありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,000,000,000

計 1,000,000,000
 

(注) 平成28年６月29日開催の第168期定時株主総会において、当社普通株式について５株を１株に併合する旨、

及び株式併合の効力発生日である平成28年10月１日をもって、発行可能株式総数を1,000,000,000株から

200,000,000株に変更する定款変更を行う旨承認可決されました。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 270,948,848 270,948,848
 東京証券取引所
 （市場第一部）

単元株式数は1,000株
であります。

計 270,948,848 270,948,848 ― ―
 

(注) 平成28年６月29日開催の第168期定時株主総会において、株式併合の効力発生日である平成28年10月１日

をもって、単元株式数を1,000株から100株に変更する定款変更を行う旨承認可決されました。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年４月１日～
　平成28年６月30日

― 270,948 ― 18,612 ― 17,186
 

 

(6) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日である平成28年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成28年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
 普通株式

10,712,000
― ―

完全議決権株式（その他）
 普通株式

258,022,000
258,022 ―

単元未満株式
 普通株式

2,214,848
― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 270,948,848 ― ―

総株主の議決権 ― 258,022 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式845株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）
森永製菓株式会社

東京都港区芝五丁目
33番１号

10,712,000 ― 10,712,000 3.95

計 ― 10,712,000 ― 10,712,000 3.95
 

(注) 当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は10,721,000株であります。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 26,714 27,324

  受取手形及び売掛金 19,329 19,930

  商品及び製品 8,844 8,953

  仕掛品 599 957

  原材料及び貯蔵品 5,267 5,865

  繰延税金資産 2,309 1,723

  その他 3,543 3,550

  貸倒引当金 △4 △4

  流動資産合計 66,602 68,301

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 22,943 22,563

   機械装置及び運搬具（純額） 18,267 17,521

   土地 28,912 28,834

   その他（純額） 1,559 1,557

   有形固定資産合計 71,683 70,477

  無形固定資産   

   のれん 1,970 1,877

   その他 451 472

   無形固定資産合計 2,421 2,350

  投資その他の資産   

   投資有価証券 20,723 23,137

   退職給付に係る資産 1,931 1,972

   繰延税金資産 529 529

   その他 1,147 1,111

   貸倒引当金 △62 △61

   投資その他の資産合計 24,270 26,688

  固定資産合計 98,376 99,516

 資産合計 164,978 167,818
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 16,995 19,225

  短期借入金 143 131

  未払金 9,197 9,171

  未払法人税等 4,125 1,247

  賞与引当金 2,365 1,209

  役員賞与引当金 33 －

  その他 7,923 9,098

  流動負債合計 40,784 40,085

 固定負債   

  社債 10,000 10,000

  長期借入金 16,303 16,263

  繰延税金負債 5,603 6,308

  役員退職慰労引当金 83 80

  環境対策引当金 477 477

  退職給付に係る負債 7,787 7,976

  資産除去債務 110 111

  受入敷金保証金 6,069 6,038

  その他 535 522

  固定負債合計 46,970 47,778

 負債合計 87,755 87,863

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 18,612 18,612

  資本剰余金 17,186 17,186

  利益剰余金 29,611 31,596

  自己株式 △2,582 △2,587

  株主資本合計 62,828 64,808

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,167 11,765

  繰延ヘッジ損益 △124 △201

  為替換算調整勘定 1,296 626

  退職給付に係る調整累計額 390 379

  その他の包括利益累計額合計 11,729 12,569

 非支配株主持分 2,665 2,577

 純資産合計 77,223 79,954

負債純資産合計 164,978 167,818
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 44,395 47,651

売上原価 22,828 23,270

売上総利益 21,566 24,380

販売費及び一般管理費 18,744 19,122

営業利益 2,822 5,258

営業外収益   

 受取利息 12 7

 受取配当金 244 247

 持分法による投資利益 8 19

 その他 91 101

 営業外収益合計 355 375

営業外費用   

 支払利息 39 36

 その他 59 39

 営業外費用合計 99 75

経常利益 3,079 5,558

特別利益   

 固定資産売却益 493 0

 特別利益合計 493 0

特別損失   

 固定資産除売却損 88 49

 特別損失合計 88 49

税金等調整前四半期純利益 3,484 5,509

法人税、住民税及び事業税 942 1,155

法人税等調整額 195 521

法人税等合計 1,137 1,676

四半期純利益 2,346 3,833

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△21 26

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,367 3,806
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 2,346 3,833

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 426 1,598

 繰延ヘッジ損益 △0 △75

 為替換算調整勘定 △312 △783

 退職給付に係る調整額 18 △10

 持分法適用会社に対する持分相当額 4 △4

 その他の包括利益合計 135 724

四半期包括利益 2,481 4,557

 （内訳）   

  親会社株主に係る四半期包括利益 2,604 4,646

  非支配株主に係る四半期包括利益 △122 △88
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【注記事項】

(会計方針の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

 

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　保証債務

　次の債務について保証を行っております。

　

　　　(債務保証)

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

従業員（住宅融資） 5百万円 5百万円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれ

んの償却額は、次のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 1,461百万円 1,391百万円

のれんの償却額 50 〃 48 〃
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,561 6.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日
 

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

１　配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,821 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日
 

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
食料品
製　造

食料卸売
不動産
及び
サービス

計

売上高         

 外部顧客への売上高 42,250 1,292 690 44,233 161 44,395 ― 44,395

 セグメント間の内部売上高 90 77 146 314 436 751 △751 ―

計 42,341 1,370 837 44,548 598 45,146 △751 44,395

セグメント利益 2,632 80 233 2,946 23 2,970 △147 2,822
 

（注）１「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、研究用試薬の製造販売他であり

ます。

 ２ セグメント利益の調整額△147百万円には、セグメント間取引消去14百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△112百万円、のれん償却額△50百万円などが含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費及び新規事業開発費等であります。

 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：百万円)

 報告セグメント

その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
食料品
製　造

食料卸売
不動産
及び
サービス

計

売上高         

 外部顧客への売上高 45,500 1,350 658 47,508 142 47,651 ― 47,651

 セグメント間の内部売上高 84 96 134 315 358 673 △673 ―

計 45,584 1,446 792 47,823 500 48,324 △673 47,651

セグメント利益 5,189 93 187 5,471 8 5,479 △221 5,258
 

（注）１「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、研究用試薬の製造販売他であり

ます。

 ２ セグメント利益の調整額△221百万円には、セグメント間取引消去13百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△187百万円、のれん償却額△48百万円などが含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費及び新規事業開発費等であります。

 ３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２ 報告セグメントの変更等に関する事項

　　 会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更して

おります。

　当該変更によるセグメント利益に与える影響は軽微であります。

 

(金融商品関係)

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

 四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9円10銭 14円63銭

（算定上の基礎）   

　親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,367 3,806

　普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益金額（百万円）

2,367 3,806

　普通株式の期中平均株式数（千株） 260,282 260,231
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年８月３日

森永製菓株式会社

取締役会  御中

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　川　　島   繁　　雄　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　五　 十　 嵐 　  徹　　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている森永製菓株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、森永製菓株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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